
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

無

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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②

包括的・継続的ケアマネジメント事業

主任ケアマネジャーが中心となり、事業所のケアマネジャー等に対し日常的業務についての個別指導・相談、研
修や制度等に関する情報提供、支援困難事例についての指導助言、医療機関を含めた関係機関との連携体制
を構築し、地域のケアマネジャーと関係機関との連携の支援を行う。また、介護保険ｻｰﾋﾞｽ以外の配食サービス、
福祉タクシーなど、地域における様々な社会資源を活用できるよう、地域の連携・協力体制を整備する。

高齢者が暮らしやすいまちづくり
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高齢者を地域で支える体制の整備
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主任ケアマネジャーの数

年 度

山下　志朗 内線

部局名

達成度

3

実績値

26年度

事務事業名

89-205

福祉保健部
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ソフト事業（義務）

大村市高齢者保健福祉計画
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平成 年度事務事業評価表（一般事業・継続）28

３

目

事業コード

項

担当者名

地域支援事業費

３

28年度

高齢者が、住み慣れた地域で暮らすことができるよう、主治医、ケアマネジャー等の多職種協働と、地域の関係機
関との連携により、包括的・継続的なマネジメントを実現するための後方支援を行う。

包括的支援事業・任意事業費

包括的・継続的ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援事業費
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

主任介護支援専門員２名はすべて派遣職員であり、１名不足の状態である。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

高い 低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

介護支援専門員のスキルアップのため、各事業所の主任介護支援専門員との協議を行い、必要時、外
部講師を招いての学習会など、引き続き研修会の内容の充実を図る。平成28年度からは、主任介護支
援専門員を3名に増員し、各圏域における支援体制の強化を図る。
※連携ノート等の取り組みは、医療・介護連携に関する事業に移行し、連携強化の取り組みとして実施
予定。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

個々の介護支援専門員の資質向上につながる。多職種間の連携を強化し、地域で高齢者を支援する
体制の整備を推進する。

終期設定

今後の方向性

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

地域包括支援センターが行う業務について受益者負担は発生しない。

高い やや高い【施策貢献度】

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

やや低い

現状維持

削減の余地あり

低い

該当なし

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

市内の居宅介護支援事業所・小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員に向け、各事業所
の主任介護支援専門員と内容を検討したうえで研修会を開催した。参加者は、前年度と比較すると減少
しているが、リハビリ職やファイナンシャルプランナー、栄養士、警察署などの講師を招き、高齢者の抱え
る問題に特化した内容の充実に努めた。平成27年から実務者級の会議を地域ケア会議とし、地域の課
題抽出や解決策の検討を行った。

該当なし

該当なし

【事業成果】

低い

やや低い

該当なし

高い

該当なし

介護支援専門員の更なるスキルアップに努める必要がある。
現在は、３圏域に2名の主任介護支援専門員しかおらず、地区割り担当の主任介護支援専門員が必要
である。

やや高い

低い

No.2


